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証券取引法等の一部を改正する法律の施行に 

伴う関係法律の整備等に関する法律案要綱 

 

証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴い、金融先物取引法等の廃止

その他の関係法律の規定の整備等を行うこととする。 

 

一  証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴い、次の関係法律を廃止す

る。（第 1条関係） 

１．外国証券業者に関する法律 

２．有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律 

３．抵当証券業の規制等に関する法律 

４．金融先物取引法 

 

二  証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴い、次の関係法律の規定の

整備等を行うこととする。（第 124 条～第 214 条関係） 

 

１．私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 

２．地方自治法 

３．国有財産法 

４．公認会計士法 

５．政治資金規正法 

６．国民生活金融公庫法 

７．外国為替及び外国貿易法 

８．放送法 

９．中小企業信用保険法 

10．宅地建物取引業法 

11．航空法 

12．農林漁業金融公庫法 

13．国際復興開発銀行等からの外資の受入に関する特別措置に関する法律 

14．中小企業金融公庫法 

15．信用保証協会法 

16．厚生年金保険法 

17．公営企業金融公庫法 

18．国民年金法 

19．中小企業退職金共済法 

20．登録免許税法 
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21．住民基本台帳法 

22．勤労者財産形成促進法 

23．積立式宅地建物販売業法 

24．沖縄振興開発金融公庫法 

25．株券等の保管及び振替に関する法律 

26．商品投資に係る事業の規制に関する法律 

27．地価税法 

28. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

29．政治倫理の確立のための国会議員の資産等の公開等に関する法律 

30．協同組織金融機関の優先出資に関する法律 

31．行政手続法 

32．厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成八年法律第八十二号） 

33．金融機関等の更生手続の特例等に関する法律 

34．投資事業有限責任組合契約に関する法律 

35．資産の流動化に関する法律 

36．金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律 

37．金融機関等が行う特定金融取引の一括清算に関する法律 

38．債権管理回収業に関する特別措置法 

39．預金保険法の一部を改正する法律（平成十年法律第百三十三号） 

40．特定融資枠契約に関する法律 

41．国際協力銀行法 

42．日本政策投資銀行法 

43．組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律 

44．民事再生法 

45．特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正する

法律 

46. 金融商品の販売等に関する法律 

47．確定給付企業年金法 

48．社債等の振替に関する法律 

49．確定拠出年金法 

50. 商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律

（平成十三年法律第百二十九号） 

51．銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律 

52．金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金口座等の不正な利用の防

止に関する法律 

53．証券決済制度等の改革による証券市場の整備のための関係法律の整備等
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に関する法律 

54．日本郵政公社法 

55．独立行政法人雇用・能力開発機構法 

56．独立行政法人環境再生保全機構法 

57．破産法 

58．株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法

律等の一部を改正する法律 

59．証券取引法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第九十七号） 

60．独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法 

61．年金積立金管理運用独立行政法人法 

62．公益通報者保護法 

63．日本郵政公社による証券投資信託の受益証券の募集の取扱い等のための

日本郵政公社の業務の特例等に関する法律 

64．証券取引法の一部を改正する法律（平成十七年法律第七十六号） 

65．独立行政法人住宅金融支援機構法 

66．会社法 

67．会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

68．郵政民営化法 

69．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法 

70．郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

71. 信託法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

72．金融庁設置法 

 

 

三  その他 

１．施行期日 

この法律は、証券取引法等の一部を改正する法律の施行の日（以下「施行

日」という。）から施行する。ただし、次に掲げるもの等は、次に定める日

等から施行する。 

(1) 公認会計士法及び会社法に係る改正（証券取引法等の一部を改正する法

律第 1条による罰則引上げに係る整備に関する部分） 

証券取引法等の一部を改正する法律附則第 1条第 1号に掲げる規定の施

行の日 

(2) 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律に係る改正（「第

百九十八条第十八号（内部者取引）又は」を削る部分） 

証券取引法等の一部を改正する法律附則第 1条第 2号に掲げる規定の施



 4 

行の日 

(3) 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律に係る改正（そ

れ以外の部分） 

犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処するための刑法

等の一部を改正する法律の施行の日又は施行日のいずれか遅い日 

  (4) 金融庁設置法に係る改正（第四条第三号タ中「公益法人金融商品取引業

協会」を「認定金融商品取引業協会」に改める部分に限る。） 
証券取引法等の一部を改正する法律附則第 1条第 5号に掲げる規定の施

行の日         （附則関係） 

 

 ２．経過措置等 

   経過措置等に関する規定を設けることとする。(第 2条～第 218 条関係) 


